	[bookmark: _GoBack]指定要件チェック表（第３表）（要綱第５条第１項第４号イに適合する旨を説明する書類）

	法人名
	

	イ その事業活動の内容について、次のいずれかに該当していること。

	（ア）地域等の課題の解決に資する特定非営利活動を行う特定非営利活動法人であって、当該特定非営利活動について、当該特定非営利活動法人以外のものから支持されている実績があるものとして、別表に定める基準に適合していること。
	ﾁｪｯｸ欄

	
	

	①　当該特定非営利活動法人以外の者から支持されている実績がある。
	判定の対象となる各事業年度
	①
	②
	③
	④
	⑤
	申出日の属する事業年度

	
	 　年 月 日から
	 　年 月 日から
	 　年 月 日から
	 　年 月 日から
	 　年 月 日から
	 　年 月 日から

	
	 　年 月 日まで
	 　年 月 日まで
	 　年 月 日まで
	 　年 月 日まで
	 　年 月 日まで
	 　年 月 日まで

	支持されている実績の有無
	有　・　無
（　　　　）
	有　・　無
（　　　　）
	有　・　無
（　　　　）
	有　・　無
（　　　　）
	有　・　無
（　　　　）
	有　・　無
（　　　　）



②　実績の内容
	該当するものに○
	支持されている実績の内容等

	
	年間3,000円以上の寄附者が50人以上いること

	
	年間1,000円以上の寄附者が100人以上いること

	
	地域の住民（市内在住・在学・在勤）からの署名が100件以上あること

	
	年間10日以上従事するボランティアが30人以上いること

	
	市内の自治会・町内会からの推薦を受けていること


　

	（1） 当該特定非営利活動法人が、地方税法第37条の２第１項第４号又は同法第314条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人として、神奈川県又は神奈川県内の他の市町村の当該寄附金を定める条例で定められているもので、市長が適当と認めたものであること。
	ﾁｪｯｸ欄

	（2） 
	

	
	条例を制定した自治体
	　　　　　　　

	条例指定年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日


※　神奈川県または神奈川県内の他の市町村の条例により、個人県民税または市町村民税の寄附金税額控除の対象となる法人として個別に指定を受けた旨の通知の写し等を添付してください。申出日の前日において、条例で定められており、かつ、その条例の効力が生じている必要があります。


 


